
 

 

                           令和元年１２月１日 

 

各   位 

 

                      秋田県卓球協会 

                      会長 菊 地   隆 (公印省略) 

  

                                      

第７回あきたこまちオープンラージボール卓球大会開催について 

 

１ 名  称  第７回あきたこまちオープンラージボール卓球大会  

２ 期  日  令和２年３月７日（土）～８日（日） 

３ 会  場   秋田県立体育館 

        〒010-0974 秋田市八橋運動公園１－１２ TEL  018-862-3782 

４ 主  催   秋田県卓球協会 

５ 後  援  秋田市卓球連盟 

６ 協  賛  日本卓球株式会社 

７ 競技種目  団体戦２単３複（男子２名・女子２名選手登録は４名～６名。 

                 各試合は４名で行い合計年齢を守ること。 

                 ただし賞品については４名分とする。 

                 高校生、大学生は、出場できません） 

         合計年齢２４０歳以下の部（あきたおばこ部） 

合計年齢２４１歳～２７０歳以下の部（あきたふきの部） 

                合計年齢２７１歳以上の部（あきたかんとうの部） 

        混合ダブルス個人戦 

         合計年齢１１５歳以下の部   

         合計年齢１１６歳～１３０歳の部 

         合計年齢１３１歳～１４０歳の部 

合計年齢１４１歳～１５０歳の部 

合計年齢１５１歳以上の部 

８ 競技方法  団体戦・混合ダブルス戦ともブロック別予選リーグ（団体は５試合まで）

を行います。ブロック１位２位チームによる決勝トーナメント（団体戦は

３点先取）を行い，ブロック３位以下は交流戦トーナメントを行います。 

 ただし，参加チームの数により変更することがあります。 

団体戦試合順序 

          第１試合 女子シングルス 

          第２試合 男子ダブルス 



 

 

          第３試合 混合ダブルス（シングルス出場選手以外） 

          第４試合 女子ダブルス 

          第５試合 男子シングルス   

９ 競技日程  ３月７日（土） 混合ダブルス個人戦 

          午前１０時          受 付 

          午前１０時～１０時５０分   練 習 

          午前１１時          開会式 

          午前１１時１５分～午後６時  決勝まで   

        ３月８日（日） 団体戦 

          午前８時           開 場 

          午前８時１５分        受 付 

               午前８時～８時５０分     練 習 

           午前８時５０分        開始式 

           午前９時～午後６時      決勝まで        

10 競技ルール 現行のラージボール卓球ルール(競技ルール)による。 

11 参加資格  年齢は令和２年４月１日現在の満年齢とする。 

          男子の代わりに女子が出場してもよいが，女子の代わりに男子は出場でき

ません。 

         健康診断を受けた者（健康管理については各自で責任を持ってください。） 

12 使 用 球  日本卓球協会公認球 (秋田県卓球協会準備球ニッタクラージボールプラ

スチック)   

13 参 加 料   団体戦  １チーム ６,０００円 

個人戦   １ペア   ３,０００円 

14 申込方法  申込締切日前に秋田銀行県庁支店 ５０４３３９ 秋田県卓球協会ラージ

ボール(普通預金)口座へ振込み，メールまたは郵送で申し込み下さい。 

15 申込締切日 令和２年２月１７日（月）必着のこと。(締切後並びに電話・ＦＡＸの受

付はしません) 

16 申 込 先 ０１０－０９１８ 秋田市泉南三丁目１３－１０ 

        秋田県卓球協会  ＴＥＬ ０１８－８２４－２１６６ 

17 そ の 他   選手は今年度（公財）日本卓球協会指定のゼッケンを着用してください。 

         表彰は上位トーナメント１・２・３位まで（３位決定戦は行いません。） 

 交流戦トーナメント１位までとします。 

秋田県卓球協会が撮影した写真・映像を広報資料等で使用することがあります。 

 

 


